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目発光型映像表示装置は、 R原色点，G原色点及びB 原色点に加えて、 （X , y ) 色度図上でR原色
点，G 色,き及びB 原色点とは異なる原色点である拡張原色点を用いて色再現を行 う自発光型表示パネ
ルと、映像信号を入力する入力部と、— 自発光型表示パネルの表示モー ドを、映像信号を 3 次元映像 とし
て表示する 3 次元モ一 ドまたは映像信号を 2 次元映像 として表示する 2 次元モー ドに設定する表示設定

と、設定された表示モー ドにしたがい、入力 した映像信号か ら、 R原色点、G原色点、 B 原色点及び
埤張原 点を用いて表現される拡張色信号を生成する色変換部と、を備える。色変換部は、 3 次元モ一
ドに設定された場合、第 1 の色変換方式を用いて拡張色信号を生成 し、 2 次元モー ドに設定された場
合、第 1 の色変換方式とは異なる第 2 の色変換方式を用いて拡張色信号を生成する。



明 細 書

発明の名称 ：自発光型映像表示装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、入力 した R G B 原色点で構成 される映像信号を色変換 し、 自発

光型デ ィスプレイに当該映像信号を出力する自発光型の映像表示装置に関す

る。

背景技術

[0002] 近年の映像技術の発達により、視聴者 に 3 次元的に知覚される映像 （3 次

元映像）を提供するための 3 D表示装置が開発されてきている。 このような

3 D表示装置は、多 くの場合、左眼で視聴 されるための左眼フ レー ム画像 と

、右眼で視聴 されるための右眼フ レー ム画像 とを含む映像 を表示する。 3 D

表示装置は、映像のフ レー ム画像の表示に同期する同期信号を送信する。使

用者は、 3 次元映像 を視聴するための専用の眼鏡装置を着用する。眼鏡装置

は、表示装置か ら送信 される同期信号に基づき、視聴者の右眼と左眼の視野

を制御する。例えば、電子シ ャ ツタを備える眼鏡装置は、表示装置が左眼フ

レーム画像 を表示 している間、視聴者の右眼が画像 を視認できないように眼

鏡装置の右眼の電子シャッタを閉 じるとともに、視聴者の左眼が画像 を視認

できるように眼鏡装置の左眼の電子シ ャ ツタを開 く。 また、表示装置が右眼

フレ一厶画像 を表示 している間、視聴者の左眼が画像 を視認できないように

眼鏡装置の左眼の電子シャッタを閉 じるとともに、視聴者の右眼が画像 を視

認できるように眼鏡装置の右眼の電子シ ャ ツタを開 く。か くして、視聴者は

、表示装置が表示する映像 を立体的に視認することができる。

[0003] 上記のような 3 次元画像表示において、左眼フレーム画像及び右眼フレー

厶画像は、通常の 2 次元映像 と同様 に、赤緑青の 3 原色を用いて表現 される

[0004] —方、 2 次元画像表示において赤緑青の 3 原色に加えて黄色を付加 した 4

原色を用い、 3 原色よりも色再現範囲を拡大 した液晶デ ィスプレイに関する



技術も開発されている。 （特許文献 1、特許文献 2 参照）

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 1 _ 2 0 9 0 4 7 号公報

特許文献2 ：国際公開W O 2 0 0 7 / 1 4 8 5 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] P D P ( プラズマデ ィスプレイパネル）デ ィスプレイのように蛍光体等を

用いて発光する自発光型映像表示装置では、蛍光体の種類により残光特性が

異なる。実際には、緑の蛍光体の残光は、他の色 （赤、青）の蛍光体の残光

に比べて長い。特に、 フレームシーケンシャル方式により時分割に 3 次元表

示を行 うデ ィスプレイにおいて、緑の蛍光体の長い残光はクロス トークの発

生の要因になる。

[0007] 3 次元表示におけるクロス トークの低減のため、残光の少ない蛍光体を用

いた第 4 色を付加 した 4 色表示が考えられる。 この場合、できるだけ緑の使

用量が少な くなるように 3 色の信号を4 色の信号へ色変換することにより、

緑の残光に起因するクロス トークの低減を図ることが考えられる。

[0008] しか し、 クロス トークの低減のために残光を減 らすことは、通常の 2 次元

表示を行 う際にはデ ィスプレイにとってはさほど影響はない。 しか し、 クロ

ス ト一クを減 らすことで発光効率が低下 した り、色再現性が低 くなつた りす

るなど、第 4 色を活かせないという課題がある。

[0009] 本発明は、上記の問題を解決するためになされたものであ り、入力される

映像信号を色変換する際、 2 次元映像 と3 次元映像のそれぞれの映像特性に

適 した色変換を設定することが可能な自発光型の映像表示装置を提供するこ

とを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明に係る自発光型映像表示装置は、 R原色点， G原色点及び B 原色点



に加 えて、 （x ， y ) 色度 図上 で R 原色点， G 原色点及び B 原色点 とは異 な

る原色点であ る拡張原色点 を用 いて色再現 を行 う自発光型表示パ ネル と、 映

像信号 を入力す る入力部 と、 自発光型表示パ ネル の表示 モー ドを、 映像信号

を 3 次元映像 と して表示 す る 3 次元 モ一 ドまたは映像信号 を 2 次元映像 と し

て表示 す る 2 次元 モー ドに設定す る表示設定部 と、設定 された表示 モー ドに

したがい、 入力 した映像信号 か ら、 R 原色点、 G 原色点、 B 原色点及び拡張

原色点 を用 いて表現 され る拡張色信号 を生成 す る色変換部 と、 を備 える。色

変換部 は、 3 次元 モー ドに設定 された場合、 第 1 の色変換方式 を用 いて拡張

色信号 を生成 し、 2 次元 モー ドに設定 された場合、 第 1 の色変換方式 とは異

な る第 2 の色変換方式 を用 いて拡張色信号 を生成 す る。

[001 1] この よ うにすれ ば、 自発光型映像表示装置 は、表示 モー ドが 3 次元 モー ド

に設定 されている場合 と 2 次元 モ一 ドに設定 されている場合 とで、異 な る色

変換方式 を用 いて映像信号 を色変換 す る ことがで きる。 これ によ り、 映像信

号 を自発光型パ ネル に表示 す る際、 2 次元 または 3 次元 の映像特性 に合 った

映像信号 を表示 す る ことがで きる。

[001 2] 本 発 明 に係 る第 2 の 自発光型映像表示装置 は、 R 原色点， G 原色点及び B

原色点 に加 えて、 （x ， y ) 色度 図上 で R 原色点， G 原色点及び B 原色点 と

は異 な る原色点であ る拡張原色点 を用 いて色再現 を行 う自発光型表示パ ネル

と、 映像信号 を入力す る入力部 と、 自発光型表示パ ネル の表示 モー ドを、 映

像信号 を 3 次元映像 と して表示 す る 3 次元 モー ドまたは映像信号 を 2 次元映

像 と して表示 す る 2 次元 モー ドに設定す る表示設定部 と、 を備 える。 自発光

型表示パ ネル は、表示設定部 によ り設定 された表示 モ一 ドに したがい映像信

号 を表示 す る。 自発光型表示パ ネル において発光 させ る原色点の組み合わせ

パ ター ンが、 2 次元 モー ドの場合 と前記 3 次元 モー ドの場合 とで異 な る。

[001 3] この よ うにすれ ば、 2 次元 モー ドの場合 と 3 次元 モー ドの場合 とで、 それ

ぞれの映像特性 に適 した原色点の組み合わせパ ター ン （すなわち、色変換 ）

を設定で きる。

発 明の効果



[0014] 本発明の自発光型映像表示装置は、表示モー ドが 3 次元モー ドに設定され

ている場合と 2 次元モ一 ドに設定されている場合とで、異なる色変換方式を

用いて色変換することが可能となる。よって、入力される映像信号を色変換

する際、 2 次元映像と 3 次元映像のそれぞれの映像特性に合った色変換を設

定することが出来る。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図1] 本実施形態における P D P テ レビ 1 の具体的構成を示す図

[ 図2] 本実施形態における R、G、 B の 3 原色点を用いて再現される色を （X

， y ) 色度図に表 した図

[ 図3] 本実施形態における信号処理部 1 0 2 の機能プロック図

[ 図4] 本実施形態における映像信号を拡張色信号に変換するまでのフローチ ヤ

一 卜

[ 図5] 本実施形態における拡張色として Y 色を用い上記第 1 の変換モ一 ドの変

換特性により4 色再現を行う例を示す図

[ 図6] 本実施形態における再現できる色域を示す図

[ 図7] 本実施形態における色域拡張モ一 ドの変形例を説明するための図。

[ 図8] 本実施形態における表示部 1 0 5 における各色を構成する蛍光体の配置

を示す図

[ 図9] 本実施形態におけるY 原色点の代わりにC ( シアン）原色点を用いた場

合の変形例を説明するための図。

[ 図10] 本実施形態におけるY 原色点の代わりにW ( 白）原色点を用いた場合

の変形例を説明するための図

発明を実施するための形態

[001 6] 以下、添付の図面を参照 して本発明の実施の形態を説明する。

[001 7] . P D P テ レビの構成

図 1 は、本発明の一実施形態である P D P テ レビの具体的構成を示 した図

である。図 1 に示すように、 P D P テ レビ 1 は、 レコーダ装置 2 、アンテナ

3 および、 S D カー ド4 に接続されている。 P D P テ レビ 1 は、 レコーダ装



置 2 、 アンテナ 3 および S D カー ド4 か ら映像信号 を入力する。 P D P テ レ

ビ 1 は入力 した映像信号 を処理 し、映像 と して表示する。

[001 8] 0 ロテ レビ 1 は、入出力 I F 部 1 0 1 と、信号処理部 1 0 2 と、 ノくッフ

ァメモ リ 1 0 3 と、 フラッシュメモ リ 1 0 4 と、表示部 1 0 5 と、 チュ一ナ

0 6 とを備 える。

[001 9] 入 出力 I F 部 1 0 1 は、 レコーダ装置 2 および S D カー ド4 との接続 を可

能 にするインタ一フェースである。入出力 I F 部 1 0 1 は、信号処理部 1 0

2 との間で、 コ ン トロール 信号や映像信号のや り取 りを可能 に している。入

出力 I F 部 1 0 1 は、 レコーダ装置 2 または S D カー ド4 か ら受信 した信号

を信号処理部 1 0 2 に送信する。 また、入出力 I F 部 1 0 1 は、信号処理部

0 2 か ら受信 した信号 を レコーダ装置 2 または S D 力一 ド4 に送信する。

入出力 I F 部 1 0 1 は例 えば、 H D M I コネクタ、 S D 力一 ドスロッ ト等で

実現で きる。 また、入出力 I F 部 1 0 1 を、入出力 I F 部 1 0 1 の機能 と、

レコーダ装置 2 の機能 を有するデバイスと して構成 しても構わない。なお、

図 1 では入出力 I F 部 1 0 1 と して一つのプロックを図示 したが、 S D 力一

ド4 用の力一 ドスロッ 卜とレコーダ装置 2 用のコネクタとを備 えるように し

てもよい。要するに、信号処理部 1 0 2 は外部の記録装置 とのインタ一フエ

—スを実現するものであればよい。

[0020] 信号処理部 1 0 2 は、 P D P テ レビ 1 の各部の動作 を制御する。 また、信

号処理部 1 0 2 は、入出力 I F 部 1 0 1 か ら出力された映像信号 をデ コー ド

しても構わない。 さ らに、信号処理部 1 0 2 は、映像信号 に画像処理 を施 し

、表示装置 に表示可能な表示信号 に変換する。信号処理部 1 0 2 は、 マイク

口コンピュータで構成 してもよい し、ハ 一 ドワイヤー ドな回路で構成 しても

よい。

[0021 ] バ ッファメモ リ 1 0 3 は、信号処理部 1 0 2 で信号処理 を施す際のワーク

メモ リと して用い られる。 ノく' ッファメモ リ 1 0 3 は例 えば D R A M で実現可

能である。

[0022] フラ ッシュメモ リ 1 0 4 は、信号処理部 1 0 2 が実行するプログラム等 を



言己録する。

[0023] 表示部 1 0 5 は、信号処理部 1 0 2 から出力される表示信号に基づく映像

を表示する。表示部 1 0 5 には、例えば、プラズマディスプレイパネル （P

D P ) などの自発光型の表装置で実現可能である。さらに、表示部 1 0 5 は

、 R原色点、G原色点、 B原色点に加えて、 （x ， y ) 色度図上で、 R原色

点，G原色点、 B原色点とは異なる原色点である拡張原色点を用いて画像表

示を行う。以下、拡張原色点が示す色を 「拡張色」と称す。以下では、説明

の便宜上、 1 つの拡張色を用いた構成を説明するが、拡張色は 1色に限定さ

れるものではなく、 2 つ以上の拡張色を用いても構わない。拡張色として、

例えば、黄の原色点、シアンの原色点またはホワイ 卜の原色点が考えられる

[0024] チューナ 1 0 6 は、アンテナ 3 を介 して放送波を受信する。チューナ 1 0

6 は、信号処理部 1 0 2 によって指定された特定の周波数の映像信号を信号

処理部 1 0 2 に送信する。これによつて、信号処理部 1 0 2 は、放送波に含

まれる特定の周波数の映像信号を処理 し、表示部 1 0 5 で表示させることが

できる。

[0025] - . 拡張色について

以下、本実施形態の P D Pテレビ 1 が用いる拡張色について説明する。自

発光型ディスプレイであるプラズマディスプレイパネルは、 R G B各色の蛍

光体が塗布された画素ごとにプラズマ放電する。このプラズマ放電によって

紫外線が発生 し、発生 した紫外線がR G B各色の蛍光体を励起することによ

つて、 R (赤）、G (緑）、 B (青）すなわち各原色点の蛍光体が発光する

。各原色点の蛍光体が発光 した際、残光が発生する。残光とは、紫外線の発

生が停止 した後に残る蛍光体の発光である。残光時間は、蛍光体を組成する

物質に起因する。つまり、蛍光体の色により残光時間が異なる。

[0026] 一般に、プラズマディスプレイパネルに使用される蛍光体のうち、 B色蛍

光体の残光時間は短 く、 1 m s e c 以下である。一方、G色蛍光体の残光時

間は非常に長 く約 1 O m s e c である。また、 R色蛍光体の残光時間は、 B



色蛍光体の残光時間と、 G色蛍光体の残光時間との間の時間となる。 したが

つて、残光時間が大 きいG色蛍光体による発光量を小さ くすることが、 ブラ

ズマデ イスプレィパネルの残光特性 を改善 しクロス 卜一クを減 らすために有

効である。

[0027] 図 2 は、 R原色点、 G原色点及び B 原色点の 3 原色点を用いて再現 される

色を （x ， y ) 色度図に表 したものである。 R色を （R，G , B ) = ( 1 ，

0 , 0 ) で表現すると、 G色は （0 ， 1 ， 0 ) 、 B 色は （0 ， 0 ， 1 ) とな

る。 また 2 次色であるY 色 （黄）， C 色 （シアン），M色 （マゼンタ）は、

それぞれ、 （1 ， 1 ， 0 ) ， （0 ， 1 ， 1 ) ， （1 ， 0 ， 1 ) になる。 3 次

色であるW色 （白）は、 （1 ， 1 ， 1 ) となる。

[0028] 残光時間に最も影響 を与えるG原色点の使用量に着 目すると、 G色、 Y 色

、W色および、 C 色において、 G原色点の使用量が最大値 1 となる。

[0029] また、図 2 において網掛 けの濃 さは、 G原色点の使用量を表現 している。

つまり、図 2 における色の濃い領域はG原色点の使用量が多 く、色の薄い領

域はG原色点の使用量が少ない。 G _ C _ W _ Y に囲まれた領域でのG原色

点の使用量は最大値 1 をとるため、最も残光が大 きくなる。

[0030] ここで、 /色= ( 1 ， 1 ， 1 ) について検討する。一般 に、映像信号を表

現する色の大半は彩度の低い色、すなわち、W色付近の色である。映像信号

中では、W色近傍の色の出現頻度が高いにもかかわ らず、 G原色点の使用量

が高い。実際、W色近傍の色では、 G原色点の使用量が最大値 1 である。そ

のため、 3 次元表示においては、残光によるクロス トークが生 じやす くな り

、 3 次元表示の品質が悪 くなる。

[0031 ] そこで、本実施形態の P D P テ レビ 1 は、 G 原色点の使用量を低減するた

めに、 R原色点、 G原色点及び B 原色点 とは異なる原色点 （拡張色）を導入

する。そ して、 P D P テ レビ 1 は映像信号を 3 次元表示する際には、 クロス

卜一クを減少させるように、映像信号を信号処理する。 また、拡張色を追加

することで、表示部 1 0 5 において、残光の低減以外の表示性能の向上が得

られる場合がある。 この表示性能の向上を利用 して、 P D P テ レビ 1 は、映



像信号の 2 次元表示においては、表示部 1 0 5 において 2 次元表示性能が向

上するように映像信号を信号処理する。

[0032] 1 - 2 . 信号処理部

以下、信号処理部 1 0 2 の具体的な構成について図面を参照 しながら説明

する。

[0033] 図 3 は、信号処理部 1 0 2 の機能プロック図である。図 3 に示すように、

信号処理部 1 0 2 は、 R G B変換部 2 0 1、逆ガンマ変換部 2 0 2 、モー ド

取得部 2 0 3 、 4 色変換部 2 0 4 、及び ドライバ 2 0 5 を備える。

[0034] R G B変換部 2 0 は、入出力 I F 部 1 0 1 から入力された輝度信号丫、

色差信号C b ， C r で構成される映像信号を、 R色、G色および、 B色から

構成されるR G B信号に変換する。

[0035] 逆ガンマ変換部 2 0 2 は、 R G B変換部 2 0 1 から出力されるR G B信号

を逆ガンマ変換 し、変換後のR G B信号を4 色変換部 2 0 4 に出力する。

[0036] モー ド取得部 2 0 3 は、 R G B変換部 2 0 が出力する映像信号のへッダ

情報等のメタ情報に基づき、 P D Pテレビ 1 の表示モー ドの設定を行う。表

示モー ドには、 2 次元モー ドと3 次元モー ドがある。 2 次元モー ドとは、映

像信号を2 次元信号として信号処理 し、表示部 1 0 5 に表示するモ一 ドであ

る。 3 次元モー ドは、映像信号を3 次元信号として信号処理 し、表示部 1 0

5 に表示するモー ドである。例えば、映像信号が 3 次元信号を示す数 b i t

のフラグ情報を有する場合、モー ド取得部 2 0 3 は、当該フラグ情報に基づ

きモー ドの設定を行う。つまり、モー ド取得部 2 0 3 は、フラグ情報がO N

の場合、当該映像信号を再生する際の表示モー ドが 3 次元モー ドであると検

出する。逆に、フラグ情報が0 F F の場合、モー ド取得部 2 0 3 は、当該映

像信号を再生する際の表示モ一 ドは 2 次元モ一 ドであると検出する。

[0037] なお、モ一 ド取得部 2 0 3 が赤外線等の無線を介 して使用者の操作に応 じ

た操作信号を受信するレシ一バ機能を備えている場合、モ一 ド取得部 2 0 3

は、受信 した操作信号からモー ドを決定 しても構わない。また、 レコーダ装

置 2 から、映像信号と、当該映像信号が 3 次元信号であるか否かを示すコマ



ン ド情報 とが入力される場合、当該 コマ ン ド情報 に基づき表示モー ドを決定

しても構わない。 さらに、例えば、サイ ドバイサイ ドの 3 次元映像 フ 才一マ

ッ 卜のように、映像信号が 3 次元信号特有の映像 フ ォ一マ ツ 卜を有する場合

、モー ド取得部 2 0 3 は、映像信号を解析 して、映像信号が 3 次元信号なの

か 2 次元信号なのかを検出 し、その検出結果か ら表示モ一 ドを決定すること

も可能である。モー ド取得部 2 0 3 は、表示モー ドを示す情報 （以下 「モ一

ド情報」 と称す）を4 色変換部 2 0 4 に出力する。表示部 1 0 5 はモー ド情

報 に したがい、表示モ一 ドを 2 次元モ一 ドまたは 3 次元モ一 ドに設定され、

映像信号の表示を行 う。

[0038] 4 色変換部 2 0 4 は、逆ガンマ変換部 2 0 2 が出力する R G B 信号を、 R

色、 G 色、 B 色および拡張色を用いた拡張色信号に変換する。 4 色変換部 2

0 4 は、拡張色信号に変換する際、モー ド取得部 2 0 3 か ら出力されるモ一

ド情報 に基づき、 R G B 信号か ら拡張色信号への変換方法を変更する。 4 色

変換部 2 0 4 は、モ一 ド情報 に基づき3 次元モ一 ドであると判定する場合、

第 1 の色変換 モー ドで R G B 信号を変換 し、拡張色信号 （R G B C ex) を生

成する。一方、 4 色変換部 2 0 4 は、 モー ド情報 に基づき 2 次元モー ドであ

ると判定する場合、第 2 の色変換 モー ドで R G B 信号を変換 し、拡張色信号

( R G B C ex) を生成する。第 1 の色変換 モー ドと第 2 の色変換 モー ドの詳

細については後述する。 4 色変換部 2 0 4 は、生成 した拡張色信号 （R G B

C ex) を ドライバ 2 0 5 に出力する。

[0039] ドライバ 2 0 5 は、 4 色変換部 2 0 4 か ら出力される拡張色信号を表示部

1 0 5 で表示可能な表示信号に変換する。

[0040] 2 . P D P テ レビの動作

以上のように構成 される P D P テ レビ 1 における映像信号の変換動作につ

いて図面を参照 しなが ら説明する。

[0041 ] 図 4 は、映像信号を拡張色信号に変換するまでのフロ一チヤ一 卜である。

以下、説明の便宜上、入出力 I F 部 1 0 1 には レコーダ装置 2 か らY C b C

の映像信号が入力されるものとする。



[0042] まず、入出力 I F 部 1 0 1 から映像信号が入力されると、 R G B変換部 2

0 1 は、当該映像信号をR G B信号に変換する （S 8 0 1 ) 。そして、変換

したR G B信号を逆ガンマ変換部 2 0 2 に出力する。

[0043] R G B変換部 2 0 1 からR G B信号が入力されると、逆ガンマ変換部 2 0

2 は、当該 R G B信号に対 して、逆ガンマ変換を行う （S 8 0 2 ) 。そして

、逆ガンマ変換部 2 0 2 は、逆ガンマ変換 して得 られるR G B信号を4 色変

換部 2 0 4 に出力する。

[0044] 次に、モー ド取得部 2 0 3 は、映像信号が 2 次元モー ドであるか 3 次元モ

— ドであるかを示すモー ド情報を出力する。 （S 8 0 3 ) 。具体的には、モ

— ド取得部 2 0 3 は、入出力 I F 部 1 0 1 から入力される映像信号に付加さ

れるメタ情報を検出する。そして、モー ド取得部 2 0 3 は検出したメタ情報

から3 次元モ一 ドか否かを示すフラグ情報を検出する。フラグ情報が0 Nの

場合、 4 色変換部 2 0 4 に、 3 次元モー ドを示すモー ド情報を出力する。そ

して、処理はステツプS 8 0 4 に移行する。一方、フラグ情報が0 F F の場

合、 4 色変換部 2 0 4 に、 2 次元モー ドを示すモー ド情報を出力する。この

場合、処理はステツプS 8 0 6 に移行する。

[0045] モ一 ド取得部 2 0 3 から3 次元モ一 ドを示すモ一 ド情報が入力された場合

、 4 色変換部 2 0 4 は、逆ガンマ変換されたR G B信号を第 1 の色変換モ一

ドで4 色変換 し、拡張色信号を生成する。そして、生成 した拡張色信号を ド

ライバ 2 0 5 に出力する （S 8 0 4 ) 。なお、第 1 の色変換モー ドとは、表

示部 1 0 5 に映像信号を3 次元表示 した際にクロス 卜一クを低減させるため

の色変換モー ドである。第 1 の色変換モー ドの詳細は後述する。

[0046] 4 色変換部 2 0 4 から拡張色信号が入力されると、 ドライバ 2 0 5 は、当

該拡張色信号を基に、表示部 1 0 5 で表示可能な表示信号を生成する （S 8

0 5 ) 。そして、 ドライバ 2 0 5 は、生成 した表示信号を表示部 1 0 5 に出

力する。

[0047] —方、モ一 ド取得部 2 0 3 から2 次元モ一 ドを示すモ一 ド情報が入力され

た場合、 4 色変換部 2 0 4 は、逆ガンマ変換されたR G B信号を第 2 の色変



換モー ドで 4 色変換 し、拡張色信号を生成する （S 8 0 6 ) 。 そ して、生成

した拡張色信号を ドライバ 2 0 5 に出力する。なお、第 2 の色変換モー ドは

、拡張色を、 2 次元表示時の表示性能の向上のために用いる色変換モー ドで

ある。第 2 の色変換モー ドの詳細は後述する。

[0048] ドライバ 2 0 5 か ら表示信号が入力された場合、表示部 1 0 5 は、当該表

示信号に基づき視聴者が視認可能な映像を表示する （S 8 0 7 ) 。

[0049] なお、ステ ツプS 8 0 3 においてモ一 ド取得部 2 0 3 は、 フラグ情報を参

照 して、 3 次元モー ドか否かを検出 した。 しか し、モー ド取得部 2 0 3 は、

事前に使用者が送信する操作信号を基に 3 次元モー ドか否かを検出 しても構

わない。 また、モー ド取得部 2 0 3 は、 レコーダ装置 2 か ら送信されるコマ

ン ド情報を基に 3 次元モ一 ドか否かを検出 しても構わない。

[0050] また、ステ ップS 8 0 6 において、第 2 の色変換モー ドとして、視聴者が

、効率改善モー ド、 色域拡張モー ド及び輝度む ら低減モー ドか ら一 の モー ド

を選択 しても構わない。

[0051 ] 以上のように、本実施形態の P D P テ レビ 1 は、映像信号を 3 次元表示さ

せる場合は、第 1 の色変換モー ドで表示信号を生成 し、映像信号を 2 次元表

示させる場合は、第 2 の色変換モー ドで表示信号を生成する。 このように、

映像を 2 次元表示させる場合 と3 次元表示させる場合 とで色変換モ一 ドを切

り替えるため、 2 次元表示及び 3 次元表示のそれぞれに適 した色変換モ一 ド

を用いた色再現が可能 とな り、それぞれの表示モ一 ドにおいて高い画質の映

像再生が実現できる。

[0052] 3 . 色変換モー ド

以下、 4 色変換部 2 0 4 における、第 1 の色変換モー ドと第 2 の色変換モ

— ドでの動作に関 して図面を参照 しなが ら説明する。

[0053] 4 色変換部 2 0 4 は、逆ガンマ変換部 2 0 2 か ら入力された R G B 信号を

、表示部 1 0 5 が有する4 原色点で表現される色信号に変換する機能を有す

る。 4 色変換部 2 0 4 は、 P D P テ レビ 1 の表示モー ド （すなわち、 3 次元

モ一 ドか 2 次元モ一 ド）に応 じて異なる色変換方式を適用する。



[0054] 以下、説明の便宜上、 4 原色点としてR原色点、G原色点、 B原色点およ

びY 原色点を用いた場合を説明する。また、 Y 原色点は、説明の便宜上、G

原色点とR原色点の中間に位置する原色点とする。また、逆ガンマ変換部 2

0 2 から出力されるR G B信号を4 色変換部 2 0 4 で4 色変換 した結果、得

られる色信号をR ' G ' B ' Y 信号とする。

[0055] 3 _ 1 . 第 1 の色変換モー ド

第 1 の色変換モー ドは、表示部 1 0 5 に映像信号を3 次元表示 した際にク

ロス ト一クを低減させるための色変換モー ドである。具体的には、第 1 の色

変換モ一 ドは、表示部 1 0 5 において表示する映像信号の残光に起因するク

ロス トークの低減を主な目的とする。

[0056] 以下、第 1 の変換モー ドの特性について説明する。 Y 原色点を構成するY

色蛍光体には、 B色蛍光体と同様に残光時間が短いものが存在する。そのた

め、そのような残光時間が短いY 色蛍光体を、表示部 1 0 5 の蛍光体に利用

した場合、非常に短い残光特性が実現できる。

[0057] そこで、第 1 の変換モー ドにおいては、G原色点をY 原色点に置き換える

ことによりG原色点の使用量の低減を図っている。この第 1 の変換モ一 ドに

おいて、 4 色変換部 2 0 4 は、一例として、次に示す変換式 （1 ) 〜 ( 4 )

に基づきR G B信号に対 して4 色変換を行なう。

[0058] Y = m i n ( R , G ) ( 1 )

R ' = R - Y ( 2 )

G ' = G - Y ( 3 )

B ' = B ( 4 )

式 （1 ) における関数m i n ( R，G ) は、 R，Gの値のうち小さい方の値

を出力する関数である。

[0059] 式 （1 ) ~ ( 4 ) で示される変換特性は、要求される再現色に対 して、G

原色点の使用量を最小にする。なお、上記の例では、G原色点の使用量を最

小とする変換特性を示 したが、変換特性をG原色点の一部をY 原色点に置き

換えるよう構成 してもよい。



[0060] 図 5 は、拡張色 と して Y 原色点を用いた第 1 の変換モー ドにより4 色再現

を行 う際の色特性 を示 した図である。図 5 の網掛 けのパターンは、図 2 と同

様 に、 G 原色点の使用量の程度 を示す。各色に対 して、色を示す記号 （R、

G、 B 、 丫、W等） と、 R原色点， G 原色点または B 原色点の使用 レベル と

Y 原色点の使用 レベル とを記載 している。例えば、 Y 原色点に関 して、 Y :

0 0 0 _ 1 と表記されている。 この記載か ら、 Y 原色点に関 して、図 2 に示

す色特性では使用率 1 であったG 原色点の使用率が 0 になっていることが理

解できる。W色について、W ：0 0 1 _ 1 と表記され、図 2 に示す色特性で

は使用率 1 であったG 原色点の使用率は 0 になっていることが理解できる。

このように、拡張色 と して Y 原色点を用いて 4 色再現 を行なうことで、 G 原

色点使用率 を低減することができる。

[0061 ] 図 5 に示すような色特性 において、 G 原色点の使用量が多 くなる色は、 G

色か らC 色の間の限 られた色 （図 5 中の領域 4 0 1 内の色） となる。つまり

、図 2 に示す色特性では、 G —C —W— Y を囲む広い範囲の色においてG 原

色点の使用量が多かった。 これに対 して、図 5 に示す色特性では、 G 原色点

の使用量が多いのはG 色か らC 色の間の限 られた色であることか ら、色空間

全体 と してG 原色点の使用量が低減 される。

[0062] また、図 5 に示す領域 4 0 2 内の色 （彩度の高いG 色に相当）は自然画の

物体色にはほとんど存在 しない。そのため、通常の映像 においてこれ らの色

が要求されることは少ない。そのため、領域 4 0 1 でのG 原色点の使用量が

多 くなつても、色空間全体に対する影響は小さい。逆に、通常の映像信号に

は彩度の低いモノクロに近い色の出現比率が高 く、 このため、W色の出願頻

度が高 くなる。 よって、W色の再現 においてG 原色点の使用率が 0 であるこ

とは、通常映像表示におけるクロス 卜一ク低減 に有利に作用する。

[0063] したがって、第 1 の変換モー ドによる4 色変換 を行 うとクロス 卜一クによ

る画質劣化が大幅に低減 され、 3 次元表示における画質品位 を高めることが

出来る。 また、 クロス 卜一クによる立体視の阻害要因が低減 されるため、画

質品位だけでな く見やすい 3 次元画質も実現できる。



[0064] 3 - 1 - 第 1 の変換モ一 ドの変形例

クロス 卜一クの影響を排除 した 3 次元表示の高画質化の効果をさらに高め

る、第 1 の変換モー ドの変形例について説明する。上述 した第 1 の変換モ一

ドでは、G原色点の使用量が多い領域 （図 5 の領域 4 0 1 ) が存在 した。こ

の領域の色は、通常、自然画での映像信号として入力されることは少ない。

しか し、C Gやアニメーションや、ネオンサインのような発光物の映像や、

テス 卜パターン映像では、この領域の色が入力されることがある。

[0065] 3 次元表示の画質の観点からは、これらの映像において正 しく領域 4 0 1

の色を再現するよりも、これらの色の彩度が少 し低下 してもクロス トークが

低下する方が、使用者にとっては、より優れた画質として感 じられる場合が

ある。色の彩度が少 し低下 してもクロス 卜一クが低下する方が使用者にとつ

てより優れた画質として感 じられるか否かは、G原色点の残光の程度によつ

て決まる。

[0066] この変形例では3 次元映像表示の高品質化において、クロス トークの多い

色 （G色からC色の間に位置する色）は、鮮やかな色の再現よりも、クロス

トークの低減が重要であるという前提に従い、前述の第 1 の変換モー ドの4

色変換に加えてさらに下記の処理を行う。

[0067] そこで、この変形例では、図 5 の最も濃度の高い網掛け領域 （直線 L の左

側の領域の色）の色を、直線 L の右側の色に色域を制限する色変換を行う。

このような色変換は、色域変換 （G a m u t 変換）などの公知な技術により

実現できる。また、上記色域変換は信号をクリップする簡便な手法でも実現

できる。その結果、これらの色の彩度は少 し低下するが、最も多くのクロス

卜一クを生 じ得る色によるクロス トークの発生を減 らすことができる。これ

により、映像信号を3 次元映像として表示 した際、当該 3 次元映像の高品質

化を図ることが出来る。

[0068] 3 _ 2 . 第 2 の色変換モー ド

第 1 の色変換モー ドは、表示部 1 0 5 に映像信号を3 次元表示 した際にク

ロス ト一クを低減させるための色変換モー ドであった。これに対 して、第 2



の色変換モー ドは、拡張色を、 2 次元表示時の表示性能の向上のために用い

る色変換モー ドである。以下、第 2 の色変換モー ドについて図面を参照 しな

が ら説明する。

[0069] 第 2 の色変換モー ドは、 2 次元表示時の表示性能の向上 として、少な くと

も以下の 3 つのモ一 ドを含む。

( ) 効率改善モー ド：発光効率を改善 し、消費電力を削減する変換モー

ド'

( 2 ) 色域拡張モ一 ド：色域を広げることにより色再現性を高める変換モ

一 ド

( 3 ) 輝度む ら低減モ一 ド：表示部 1 0 5 に映像信号を表示 した際の空間

的な輝度む らを低減する変換モー ド

[0070] 第 2 の色変換モー ドは、上記何れのモー ドも、第 1 の色変換モー ドとは異

な り、残光時間を短 くすることによるクロス トークの低減を目的とするもの

ではない。なぜな らば、 2 次元表示では、蛍光体の残光時間が画質に与える

影響が少ないか らである。

[0071 ] 以下、上記 3 つの変換モー ドの詳細について図面を参照 しなが ら説明する

[0072] 3 _ 2 _ 1 . 効率改善モー ド

以下、効率改善モー ドについて説明する。説明の便宜上、拡張色 として Y

原色点を用いる場合を考える。 Y 原色点を用いる場合、残光時間が短 くなる

反面、発光効率が悪 くなる場合がある。

[0073] この場合、第 2 の色変換モー ドとしては、 4 色変換部 2 0 4 はできるだけ

Y 原色の使用量を控えることが望 ま しい。例えば、全 くY 原色点を使用せず

、 , G , B 原色点のみで所望の色を再現する4 色変換部 2 0 4 の構成が考

えられる。 このように構成することにより、消費電力を低減することが可能

となる。

[0074] 3 - 2 - 2 . 色域拡張モー ド

以下、色域拡張モー ドについて説明する。色域拡張モー ドの一例 として、



第 1 の色変換モー ドの変形例で説明 したような色域の制限を解除することが

考えられる。

[0075] 第 1 の色変換モー ドでは、G原色点の使用率を減 らしクロス 卜一クを小さ

くするため、図 5 の直線 L の左に位置する色域の再現を制限 した。 しか し、

蛍光体の残光時間が画質に与える影響が少ない 2 次元表示においては、残光

の低減よりも色域の拡大が画質向において有効となる。

[0076] したがって、色域拡張モー ドでは、例えば、第 1 の色変換モー ドの変形例

で行った色域変換 （すなわち、図 5 の直線 L の左に位置する色域を直線 L の

右の領域に変換するような色域変換）を実施 しないようにする。さらに、直

線 L の右の領域内の色の彩度を高めて直線 L の左の領域内の色に変換するよ

うにすることも可能である。

[0077] また、拡張色としてG原色点とR原色点を結ぶ直線上にあるY 原色点を用

いた場合、G原色点の色度を従来よりも （x ， y ) 色度図上で左にシフ トし

た色度値を持つG '原色点に蛍光体を変更することが有効である。G原色点

を構成する蛍光体は、複数の蛍光体がブレン ドされているため、配合比を変

えると容易に色度値を変化させることが可能である。この場合の再現できる

色域は図 6 ( a ) に示す実線で囲まれる領域となる。 Y 色G色間の色域が少

し狭 くなる代わりに、G ' 色 B色間の広い領域の色域が拡大する。なお、図

6 ( a ) の破線で囲まれる領域は、従来の原色点を用いた場合の色域を示す

[0078] ここで、この色域拡大の意義を、図 6 ( b ) を用いて説明する。デジタル

シネマで使われる広色域色空間であるD C I の色域は、フイルムでの色域に

対応 したものであり、 R —G —B で表す。特徴は、G原色点が右よりであり

、赤—黄がリッチであることである。図 6 ( b ) の R G B原色点はD C I の

原色点を表 している。これに対 し写真で使われる広色域色空間であるA d o

匕6 ¾ の色域を ¾ _ ' _ Β で表す （Β 色とR色の違いは少ない）。こ

の色空間では、写真が表現できるエメラル ド色 （青緑色）領域の色再現範囲

が広いことが特徴である。また何れの場合も、図 6 ( b ) に示す領域 5 0 1



の色である鮮やかな緑の色は自然界には無 く、物体色 と しては存在 しない。

そのため、色信号を生成する際には重要ではない。 したがって、拡張色 と し

て Y 色を付加 し、 G をG ' に変更 した R G ' B Y 原色点は、 D C I 色域の特

徴である赤—黄が リツチである特長 と、 A d o b e R G B 色域の特長である

広いエメラル ド色領域 を併せ持つ。 よって、拡張色の追加 した際の色域拡張

を有効 に行 うことが出来る。

[0079] なお、拡張色にC 色を用いる場合には、図 6 ( c ) に示すように、 G — B

を結ぶ直線 よりも外の色度 を有するC 色が実現可能である。そのため、図 6

( c ) に示すように、 D C I 色域の特長 とA d o b e R G B 色域 を併せ持つ

広い色域 を実現することが出来る。

[0080] 3 - 2 - 2 - . 色域拡張モ一 ドの変形例

色域拡張モー ドの変形例 について説明する。第 1 の色変換モー ドは、 G 原

色点の使用量を小さ くすることによるクロス トークの低減 を目的と していた

。その際、 Y 色やW色についてはG 原色点の使用量を 0 にまで減 らすことが

出来ることを説明 した。それに対 して、 2 次元表示で用いる第 2 の色変換モ

— ドでは、 G 原色点の使用量を小さ くしない。

[0081 ] この色変換モー ドでは、 Y 色を中心 と したG _ Y _ R領域の色域の色に対

して、 G 原色点 とR原色点の使用量を、第 1 の色変換モー ドにおける色変換

特性の式 （2 ) および式 （3 ) により得 られるG ' 原色点や R ' 原色点の使

用量を超えて使用することを特徴 とする。 これにより、図 7 ( a ) の領域 6

0 の色域の色の輝度 を従来よりも高めることが可能になる。 この色域拡張

効果をさらに詳細に説明する。図 7 ( b ) は、図 7 ( a ) に示す矢印 6 0 2

の色相方向 （B —W— Y 方向）を輝度 を含めて上か ら見た様子を図示 したも

のである。 ここでは、 R原色点 とG 原色点によるY 色 と、 Y 原色点は同 じと

している。

[0082] B 原色点は輝度が低 く、 Y 原色点は輝度が高い。上記の色変換モー ドを用

いると、図 7 ( b ) に示すように、 Y 色は Y '色 まで輝度方向に色域が広が

る。 この拡張された色域の内、主にハ ッチング した領域 6 0 3 は色再現上有



効に使用できる。例えば、この色相の色は、黄色、肌色、オレンジ色、山吹

色など輝度が高い色である。これらの色に対 して、階調補正や彩度拡張など

の色調整処理により、輝度を上げる方向や彩度を上げる方向に調整すると、

輝度に対する余裕が少ないため図中の矢印 6 0 4 が示すように色が飽和する

。例えば、人物の顔に光が当たると色が飽和 し黄色になる。 しか し、上記の

色変換モ一 ドによって、この色域に対 して領域 6 0 3 の色域の余裕ができる

と、肌色の色相のままW色よりも明るい色が再現できる。そのため、高画質

な色表現が可能になる。また、この色域の色は、拡張色空間である X V Y C

C において表現できる領域に含まれ、黄色のネオンサインなどを撮影 した映

像に対 して入力され得るものである。上記の色変換モー ドによって、黄色の

ネオンサインなどを撮影 した場合にも、色が飽和されずに表示可能になる。

[0083] なお、ここでは説明を簡単にするために、 Y = R + G とした。 しか し、こ

の関係から外れていている場合であっても、変換は複雑になるが、同様に機

能することは言うまでもない。

[0084] 3 - 2 - 3 . 輝度むら低減モー ド

以下、輝度むら低減モー ドについて図面を参照 しながら説明する。図 8 は

、表示部 1 0 5 における各色を構成する蛍光体の配置の例を示 した図である

[0085] 図 8 ( a ) に示すように、表示部 1 0 5 の蛍光体の色配置において、視聴

者が輝度を感 じやすいG原色点と、 Y 原色点とを等間隔に配置する構成が望

ましい。この結果、視覚的に輝度むらが感 じにくくなり、むらの少ない滑ら

かな映像信号を表示部 1 0 5 で表示できる。

[0086] ここで、G原色点の使用量を減 らし、 Y 原色点をできるだけ多く使用する

場合を考える （第 1 の色変換モー ドに相当）。この場合、視覚的に重要なW

色では、 （R ' ，G ' ，B ' ，丫）= ( 0 ，0 ， 1， 1 ) となる。この場合

、輝度への影響が高いG原色点の使用量が少なくなる。その結果、輝度への

影響はY 色に依存することになり、図 8 ( a ) のハッチングが示すように、

輝度の周波数はサブピクセル周波数の4 分の 1 の周波数になる。



[0087] また、 Y 原色点の使用をな くし、 R G Β 信号のみで再現する場合を考える

(第 2 の色変換モー ドの一つの例）。 この場合、視覚的に重要なW色の表示

において、 （R ' ，G ' ， B ' ， 丫） = ( 1 ， 1 ， 1 ， 0 ) となる。 この場

合、輝度への影響の多い Υ 色の使用量が少な くなる。その結果、輝度への影

響はG色に依存することにな り、図 8 ( b ) のハ ッチングが示すように、輝

度の周波数はサブピクセル周波数の 4 分の 1 の周波数になる。

[0088] 上記 2 つの場合、輝度の帯域はサブピクセル周波数の 4 分の 1 になる。そ

のため、画質に重要なW色の再現において、図 8 ( a ) または図 8 ( b ) の

配列による期待された輝度む ら低減効果は低 く、 白筋が目立ちやす くなる。

[0089] 以上の点か ら、輝度む ら低減モー ド （第 2 の色変換モー ドの一つの例）で

は、 G色 とY 色の使用量を略均等に保つよう変換する。 このような変換は例

えば次式によって示される。

[0090] Y = m i n ( R，G / 2 ) ( 5 )

R ' = R - Y ( 6 )

G ' = G - Y ( 7 )

B ' = B ( 8 )

[0091 ] この輝度む ら低減モー ドを用いた場合、視覚的に重要なW色の表示におい

て、 （R G ' , B ' , Y ) = ( 1 / 2 , 1 / 2 ， 1 ， 1 / 2 ) となる。

そのため、図 8 ( c ) に示すように、輝度に対する影響度の高いY 色 とG色

は等量発光する。その結果、輝度の周波数はサブピクセル周波数の 2 分の 1

である 2 倍の周波数に高めることが可能にな り、ムラの少ない高品位な 2 次

元画像が表示される。

[0092] また、サブピクセルを活用 して、 3 原色点や 4 原色点をひとまとめに した

ピクセルが表現できる技術が知 られている。 この技術は、解像度を超える、

輝度解像度の実現を目的とするものである。

[0093] この技術によれば、 ピクセルが表現できる解像度以上の解像度を有する映

像信号を入力 し、その映像信号の輝度成分については、 ピクセル周波数の 2

倍程度の周波数の輝度成分を通過させ、色差成分についてはピクセル周波数



未満に帯域を制限 し、それをR G B信号に変換 して表示する。この技術は、

色の表現には3 色のセットが必要であるため、色の表現に対 しては、 ピクセ

ル周波数以下の表現に留まる。 しか し、輝度の表現に対 しては、 R とG とB

を独立 したものと扱い、 ピクセル周波数を超える解像度の表現を実現 してい

る。

[0094] しか し、この技術を現実に3 原色点のR G B ス トライプディスプレイに適

用すると、前述 したように、G画素は輝度表現力が高いにもかかわらず、 R

画素とB画素の輝度表現力が低いため、縦す じ又は色にじみが発生 し、望む

ような解像度向上は困難であつた。

[0095] これに対 し、図 8 ( c ) に示す拡張色 （ここではY 原色点）を用いたディ

スプレイに対 し、サブピクセル処理技術を適用 し、さらに輝度むら低減モ一

ドの式 （5 ) 〜 ( 8 ) の色変換を適用する。その結果、 4 原色点で表現され

るピクセル内に輝度の表現能力が高いG画素とY 画素が存在するため、良好

に2 倍の輝度解像度を得ることができ、縦す じや、色にじみも比較的低減で

きた。

[0096] このように、 2 次元表示における輝度むら低減モー ドは、サブピクセル処

理技術との親和性が高い。 したがって、 3 原色点が4 原色点に増加 したため

、画素密度を増加させることをせず、サブピクセル処理技術により解像度が

3 / 4 に低下するのを補償することが可能になる。

[0097] 以上のように、 2 次元表示で用いる 「第 2 の色変換モー ド」として、 「効

率改善モー ド」、 「色域拡張モー ド」、および 「輝度むら低減モー ド」にお

ける4 色変換特性ついて具体的に説明 した。 しか し、 「第 2 の色変換モー ド

」としては、上記色変換に限るものではない。例えば、 3 次元表示された画

像を視認するために、右眼用画像と左眼用画像とをそれぞれ独立 して視認さ

せるための眼鏡 （以下 「3 次元眼鏡」と称す）を使用する場合がある。この

場合、この 3 次元眼鏡により色再現や階調再現が変化する。 したがって、 3

次元表示において最適化された表示装置では、 2 次元表示モ一 ドにおける、

ホワイ トバランス特性、色変換特性、階調特性などの特性が 3 次元表示の場



合と異なる。そのため、第 2 の色変換モー ドでは、これらの特性の変換を行

うことも有効である。

[0098] また、前述のように、第 1 の色変換モー ドは3 次元表示時に使用され、第

2 の色変換モー ドは 2 次元表示時に使用される。このため、 3 次元表示時と

2 次元表示時とでは、同 じ映像信号が入力された場合であっても、使用され

る原色点の組み合わせが異なる。すなわち、発光パターンが異なる。具体的

には、 3 次元表示時では、 2 次元表示時よりもG原色点の使用量がより少な

くなる。

[0099] 4 . 拡張色に応 じた効果

4 - . 拡張色としてC原色点を用いた場合

図 9 は、 Y 原色点の代わりにC (シアン）原色点を用いた場合の変形例で

ある。ここでも、説明を簡単にするため、C原色点は、G原色点+ B原色点

で得 られる色度値と同等の色度値を持つものとしている。

[01 00] 図 9 に示すように、C原色点を用いる場合、G原色点の使用量は、 R G B

の 3 原色点を用いる場合と比較 して削減できる。そのため、残光の少ないC

原色点を使用するとクロス トークの少ない高品位な 3 次元画像を表示するこ

とが出来る。また、重要なW色のクロス トークが少なくなる点もY 原色点を

用いる場合と同様である。

[01 0 1 ] —方、 2 次元表示においては、C色相の明るい色の色域を広げることが出

来る。

[01 02] また、C色も輝度への寄与の高い色であるため、輝度ムラについても前述

の説明と同様である。

[01 03] 4 - 2 . 拡張色としてW原色点を用いた場合

図 1 0 は、 Y 原色点の代わりにW (白）原色点を用いた場合の変形例であ

る。ここでも、説明を簡単にするため、W原色点は、 R原色点+ G原色点+

B原色点で得 られる色度値と同様の色度値を持つものとしている。

[01 04] 図 1 0 に示すように、W原色点を用いる場合、 Y 原色点またはC原色点を

用いる場合と比べると、G原色点の使用量は少 し増加するが、 R G B信号を



構成する 3 原色点表示の場合 と比べ ると、 G 原色点の使用量 を削減で きる。

よって、 R G B 信号 を構成する 3 原色点表示の場合 と比べ ると、 クロス 卜一

クの少ない高品位な 3 次元画像 を表示することが出来 る。 また、重要なW色

のクロス トークが少ない点も Y 原色点を用いる場合 と同様である。

[01 05] また、W原色点を用いることによ り、 2 次元表示 においてW色の輝度 を広

げることが出来 る。 また、W色 も輝度への寄与の高い色であるため、前述の

輝度ムラについても前述の説明 と同様である。 また、無彩色はW画素のみで

表現で きるため、電力効率 をよ り高 くで きる可能性がある。

[01 06] < 本実施形態 と本発明の対応関係 >

P D P テ レビ 1 は、本発明の自発光型映像表示装置の一例である。 また、

入出力 I F 部 1 0 1 は、本発明の入力部の一例である。 4 色変換部 1 0 2 は

、本発明の色変換部の一例である。表示部 （P D P ) 1 0 5 は、本発明の自

発光型パネルの一例である。

[01 07] 5 . まとめ

本実施形態 における P D P テ レビ 1 は、 R原色点， G 原色点及び B 原色点

に加え、 （x ， y ) 色度 図上で当該 R原色点，当該 G 原色点及び、 当該 B 原

色点 とは異なる原色点の拡張原色点を用いて色再現 を行 う表示部 （P D P )

1 0 5 と、映像信号 を入力する入出力 I F 部 1 0 1 と、表示部 （P D P )

0 5 の表示モ一 ドを、映像信号 を 3 次元映像 と して表示する 3 次元モ一 ド又

は映像信号 を 2 次元映像 と して表示する 2 次元 モ 一 ドに設定する モ 一 ド取得

部 2 0 3 と、設定された表示 モ ー ドに したがい、入力 した映像信号か ら、 R

原色点、 G 原色点、 B 原色点及び拡張原色点を用いて表現 される拡張色信号

を生成する 4 色変換部 2 0 4 とを備 える。 4 色変換部 1 0 2 は、 3 次元 モ 一

ドに設定された場合、第 1 の色変換方式を用いて拡張色信号 を生成 し、 2 次

元 モ ー ドに設定された場合、第 1 の色変換方式 とは異なる第 2 の色変換方式

を用いて拡張色信号 を生成する。

[01 08] このようにすれば、 P D P テ レビ 1 は、入力される映像信号が 2 次元信号

であるか 3 次元信号であるかに応 じて拡張色信号の生成方法 を適宜変更する



ことが出来 る。 これによつて、 3 次元モー ドか ら 2 次元モー ドに切 り換 えた

場合であ っても、 それぞれの表示モ一 ドにおいて高品位な映像 を提供するこ

とが可能 となる。

[01 09] 本実施形態 における第 1 の色変換 モー ドは、映像信号 を構成する、各原色

点で表現する信号値の うち G 原色点で表現する信号値がよ り小さ くなるよう

に、 G 原色点で表現する信号値の一部 を G 原色点 とは異なる原色点で表現す

る。

[01 10 ] このようにすれば、 4 色変換部 2 0 4 は、 3 次元モー ドに設定された場合

、映像信号 を拡張色信号 に変換 した際、 G 原色点の使用量 を低減することが

出来 る。 よって、映像信号 に G 原色点が多い場合であ っても、 クロス 卜一ク

の影響 を軽減 させることが可能 となる。

[01 11] よ り具体的には、第 1 の色変換 モー ドは、映像信号 を構成する、各原色点

で表現する信号値の うち G 原色点で表現する信号値が最小値 となるように、

G 原色点で表現する信号値の一部 を G 原色点 とは異なる原色点で表現する。

[01 12 ] このようにすれば、 3 次元モー ドにおいて映像信号 を色変換する際、 G 原

色点の使用量 を最 も少な くすることがで きる。

[01 13 ] また、 4 色変換部 2 0 4 において、同 じ映像信号 に対 し第 1 の色変換 モ一

ドと、第 2 の色変換 モー ドを適用 した場合、第 1 の色変換 モー ドで生成 され

る拡張色信号が有する G 原色点の信号値 を、第 2 の色変換 モー ドで生成 され

る拡張色信号が有する G 原色点の信号値以下 とする。

[01 14] このようにすれば、 3 次元モー ド時の G 原色点の使用量 を 2 次元モー ド時

の使用量以下に設定することが出来 る。 これによつて、単 に 2 次元映像表示

の際に用い られる拡張色信号 を 3 次元映像表示するよ りも、 クロス トークが

軽減 または同性能の映像信号 と して 3 次元映像表示することが可能 となる。

また、 2 次元映像 を表示する際は 3 次元映像 を表示する場合 と比べて、発光

効率 および色再現性 を優先することがで きる。

[01 15 ] また、 モー ド取得部 2 0 3 は、映像信号のヘ ッダ情報 に基づ き、表示モ一

ドを 3 次元モ一 ドまたは 2 次元モ一 ドに設定する。



[01 16] この よ うにすれば、 モ ー ド取得部 2 0 3 は、映像信号のメタ情報 を検 出す

るだけで映像信号が 3 次元信号か 2 次元信号かを判定することが可能 となる

。 これによつて、 4 色変換部 2 0 4 が、 R G B 信号 を解析することな く、 R

G B 信号 に適用する色変換 モ 一 ドを設定することが可能 となる。

[01 17] また、 P D P テ レビ 1 のモー ド取得部 2 0 3 は、使用者の操作 に応 じて生

成 される操作信号 を受信する。 モ ー ド取得部 2 0 3 は、受信 した操作信号 に

基づ き、表示モ一 ドを 3 次元モ一 ドまたは 2 次元モ一 ドに設定 してもよい。

[01 18] この よ うにすれば、 モ ー ド取得部 2 0 3 は、入力される操作信号 を検 出す

るだけで、映像信号が 3 次元信号か 2 次元信号かを判定することが可能 とな

る。 これによつて、 モ 一 ド取得部 2 0 3 において映像信号のへ ッダ情報 を解

析せず とも、判定することが出来 る。

[01 19] また、本実施形態 における P D P テ レビ 1 は、 R原色点， G 原色点及び B

原色点に加えて、 （x ， y ) 色度 図上で R原色点， G 原色点及び B 原色点 と

は異なる原色点である拡張原色点を用いて色再現 を行 う表示部 （P D P )

0 5 と、映像信号 を入力する入出力 I F 部 1 0 1 と、表示部 （P D P ) 1 0

5 の表示 モ 一 ドを、映像信号 を 3 次元映像 と して表示する 3 次元 モ 一 ドまた

は映像信号 を 2 次元映像 と して表示する 2 次元モ一 ドに設定するモ一 ド取得

部 2 0 3 とを備 える。表示部 （P D P ) 1 0 5 は、 モ ー ド取得部 2 0 3 によ

り設定された表示 モ ー ドに したがい映像信号 を表示する。表示部 （P D P )

1 0 5 において発光 させる原色点の組み合わせパ ター ンは、 2 次元モー ドの

場合 と 3 次元 モ 一 ドの場合 とで異なる。

[01 20] このようにすれば、 2 次元モー ドの場合 と 3 次元モー ドの場合 とで、 それ

ぞれの映像特性 に適 した原色点の組み合わせパ ター ン （すなわち、色変換）

を設定で きる。

[01 2 1 ] 6 . 他の実施形態

以上、一の実施形態の形態 について説明 したが、本発明はこれに限定され

るものではない。

[01 22] 例 えば、実施の形態 1 においては、本発明の思想 を、表示部 1 0 5 を備 え



た P D P テ レビ 1 に適用 した例 を説明 した。 しか し、本発明の思想 は、表示

部 1 0 5 を備 えない色変換処理 を実施する装置 に対 して適用することもで き

る。

[01 23] また、実施の形態 1 の P D P テ レビ 1 が実現する色変換機能は、集積回路

のようなハー ドウェアで実現 してもよい し、 プログラム （ソフ トウェア） と

、 そのプログラムを実行するコンピュータ （ハー ドウェア） との組み合わせ

によ り実現することも可能である。

[01 24] そのようなプログラムは、 C D — R O M ( C o m p a c t D i s c - R

e a d O n l y M e m o r y ) 等 の記録媒体やインタ一ネ ッ ト等の通信

ネ ッ 卜ワークを介 して流通 させることがで きる。

[01 25] また、集積回路 は、典型的な集積回路である L S I と して実現することが

で きる。 この場合、 L S I は、 1 チ ップで構成 しても良い し、複数チ ップで

構成 しても良い。例 えば、 メモ リ以外の機能 プロックを 1 チ ップの L S I で

構成 しても良い。なお、集積回路 は、集積度の違いによ り、 I C 、 シ ステ ム

L S し ス ーパ 一 L S I またはウル トラ L S I とも称 される。

[01 26] また、集積回路 は、 L S I に限るものではな く、専用回路 または汎用 プロ

セ ッサで実現 してもよい し、 L S I 製造後 に、 プログラムすることが可能な

F P G A ( F i e l d P r o g r a m m a b l e G a t e A a y

) や、 L S I 内部 の回路 セル の接続や設定を再構成可能な リコン フ ィギユラ

プル ' プロセ ッサ一を利用 してもよい。

[01 27] さ らに、将来的に、半導体技術の進歩 または派生する別技術 によ り L S I

に置 き換わる集積回路化の技術が登場すれば、 当然、 その技術 を用いて、上

述の機能 を実現する機能 プロックの集積化 を行 ってもよい。例 えば、バイオ

技術の適応等がその可能性 と して有 り得 ると考 え られる。

[01 28] また、集積回路化 に際 し、各機能 プロックの うち、データを格納するュニ

ッ 卜だけを 1 チ ップの構成 に含めず、別構成 と しても良い。

[01 29] また、本発明の思想 は、 P D P ( プラズマデ ィスプ レイ）テ レビに限定さ

れず、残光特性 を有する自発光型の表示装置であれば、適用することがで き



る。

産業上の利用可能性

[01 30] 本発明に係 る自発光型映像表示装置は、ユーザが快適 に 3 次元映像 を視聴

することがで きるように、映像信号の色変換処理 を行 うことがで きるため、

P D P テ レビ等 に適用で きる。

符号の説明

[01 3 1 ] P D P テ レビ

レコーダ装置

3 アンテナ

4 S D 力一 ド

1 0 入出力 I F 部

1 0 2 信号処理部

1 0 3 ノくッフ ァメモ リ

1 0 4 フ ラ ッシ ュ メモ リ

1 0 5 P D P

1 0 6 チ ューナ

2 0 R G B 変換部

2 0 2 逆 ガンマ変換部

2 0 3 モ一 ド取得部

2 0 4 4 色変換部

2 0 5 ドライバ



請求の範囲

[ 請求項 1] R 原色点， G 原色点及び B 原色点に加えて、 （x ， y ) 色度 図上で

当該 R原色点，当該 G 原色点及び当該 B 原色点 とは異なる原色点であ

る拡張原色点を用いて色再現 を行 う自発光型表示 / 《ネル と、

映像信号 を入力する入力部 と、

前記 自発光型表示パネルの表示モー ドを、前記映像信号 を 3 次元映

像 と して表示する 3 次元モ一 ドまたは前記映像信号 を 2 次元映像 と し

て表示する 2 次元モー ドに設定する表示設定部 と、

前記設定された表示モー ドに したがい、前記入力 した映像信号か ら

、 R 原色点、 G 原色点、 B 原色点及び拡張原色点を用いて表現 される

拡張色信号 を生成する色変換部 と、

前記色変換部 は、 3 次元モー ドに設定された場合、第 1 の色変換方

式を用いて前記拡張色信号 を生成 し、 2 次元モー ドに設定された場合

、前記第 1 の色変換方式 とは異なる第 2 の色変換方式を用いて前記拡

張色信号 を生成する、

自発光型映像表示装置。

[ 請求項 2 ] 前記第 1 の色変換方式は、前記映像信号 を構成する、各原色点で表

現する信号値の うち前記 G 原色点で表現する信号値がよ り小さ くなる

ように、 当該 G 原色点で表現する信号値の一部 を当該 G 原色点 と異な

る原色点で表現する色変換方式である、請求項 1 に記載の自発光型映

像表示装置。

[ 請求項 3 ] 前記第 1 の色変換方式は、前記映像信号 を構成する各原色点で表現

される信号値の中で、前記 G 原色点で表現する信号値が最小 となるよ

うに、 当該 G 原色点で表現する信号値の一部 を、 当該 G 原色点 と異な

る原色点で表現する色変換方式である、請求項 2 に記載の自発光型映

像表示装置。

[ 請求項 4 ] 前記信号処理部 において同 じ映像信号 に対 して、前記第 1 の色変換



方式 と前記第 2 の色変換方式を適用 した場合、前記第 1 の色変換方式

で生成 される前記拡張色信号が有するG 原色点の信号値 は、前記第 2

の色変換方式で生成 される前記拡張色信号が有するG 原色点の信号値

以下 となる、請求項 1 に記載の自発光型映像表示装置。

[ 請求項 5] 前記表示設定部 は、前記映像信号のヘ ッダ情報 に基づ き、前記表示

モー ドを前記 3 次元モー ドまたは前記 2 次元モー ドに設定する、請求

項 1 に記載の自発光型映像表示装置。

[ 請求項 6] 使用者の操作 に応 じて生成 される操作信号 を受信する受信部 をさ ら

に備 え、

前記表示設定部 は、前記受信部で受信 した操作信号 に基づ き、前記

3 次元モー ドまたは前記 2 次元モー ドを設定する、請求項 1 に記載の

自発光型映像表示装置。

[ 請求項7] R 原色点， G 原色点及び B 原色点に加えて、 （x ， y ) 色度 図上で

当該 R原色点，当該 G 原色点及び当該 B 原色点 とは異なる原色点であ

る拡張原色点を用いて色再現 を行 う自発光型表示 / 《ネル と、

映像信号 を入力する入力部 と、

前記 自発光型表示パネルの表示モー ドを、前記映像信号 を 3 次元映

像 と して表示する 3 次元モ一 ドまたは前記映像信号 を 2 次元映像 と し

て表示する 2 次元モー ドに設定する表示設定部 と、 を備 え、

前記 自発光型表示パネルは、前記表示設定部 によ り設定された表示

モー ドに したがい映像信号 を表示 し、

前記 自発光型表示 / 《ネル において発光 させる原色点の組み合わせパ

ター ンが、前記 2 次元モ一 ドの場合 と前記 3 次元モ一 ドの場合 とで異

なる、

自発光型映像表示装置。
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